第１期第４回練馬区障害者地域自立支援協議会　会議録
１　日　時　　平成２１年９月３日（木）午後２時～午後４時１０分
２　場　所　　練馬区役所本庁舎５階庁議室

３　出席者　　

　　　（委員）齋藤委員、佐藤委員、金澤委員、市川委員、田中委員、本橋委員、河合委員
木村（英）委員、木村（智）委員、甲斐委員、鈴木委員、渡辺委員、八戸委員（代理）

木内委員、石野委員、河島委員、小美濃委員、髙橋委員、飯島委員
　　　（事務局）室地福祉部長、岩田地域福祉課長、米障害者施策推進課長、齋藤障害者サービス調整担当課長、小林石神井総合福祉事務所長、鈴木保健予防課長、齋藤事業計画担当係長、槇障害調整担当係長
４　欠席者　　中島委員、林委員
５　公開の可否　公開

６　傍聴者数　４名

７　議　題

（1） 委員の変更について
（2） 相談事業の現況について
（3） 障害者サービスの進捗状況について
（4） 専門部会からの協議・報告について
（5） 第１期自立支援協議会のまとめについて
８　配布資料

（1） 第１期練馬区障害者地域自立支援協議会委員名簿
（2） 相談事業の現況について（光が丘障害者地域生活支援センターすてっぷ）
（3） 相談事業の現況について（豊玉障害者地域生活支援センターきらら）
（4） 相談事業の現況について（石神井障害者地域生活支援センターういんぐ）
（5） 障害者サービスの進捗状況について
（6） 専門部会からの協議・報告について（光が丘障害者地域生活支援センター部会）
（7） 専門部会からの協議・報告について（豊玉・石神井障害者地域生活支援センター部会）
（8） 第１期練馬区障害者地域自立支援協議会の中間のまとめについて
９　会議の概要
　（あいさつ）
会長
　　定刻ですので、練馬区障害者地域自立支援協議会を始めます。

それでは初めに、事務局より委員の変更等についてご報告があるようですのでよろしくお願いします。
（1） 委員の変更について

事務局
（委員の変更について説明）

（２）相談事業の現況について

会長

それでは、相談支援の現況について報告をお願いします。
委員

　　光が丘障害者地域生活支援センター「すてっぷ」からご報告いたします。
まず、利用数については、１３０件から１４０件です。１日あたり５人から６人です。当然日によって偏りがあります。１０人来ることもあれば、２、３人の時もあります。
知的障害が７０％、精神障害が２０％、残り１０％が身体障害とその他の障害となります。知的障害の中・軽度の方については、一定の利用スタイルが確立してきています。地域生活支援センターでは、地域活動支援センターⅠ型事業という地域のたまり場的な事業と指定相談支援の２つの機能を担っていますので、たまり場的事業を利用しながら、細々とした相談のために相談支援機能を使うといった利用の仕方が増えています。今までご家族に依存してきた分、各々が地域で支えるという形で、地域生活支援センターに移行してきていると考えています。障害者の自立を支援していく時に家族と作業所が関わっていくという形ですが、その関係だけでなくて、地域で支えるという形に変わってきています。この辺を充実させていきたいと思います。
相談は、日常的な生活相談を含んでいるその他の類型が一番多くなっており、つづいて、生活支援、余暇支援が特に多くなっています。特徴的なケースについては資料を読んでください。
　特に気がついたこととしては、障害者が自立に向けて取り組み、生活圏が広がり、様々な社会資源に接する機会が増え、人とのつながりも広がっていくというなかで、地域で見守っていく仕組みが微弱であるということです。今回紹介したケースでは、問題が見守りの目から漏れて、その潜行したところで被害者もずっと広がっているということに誰も気づいていません。たまたま、突っ込んだ相談支援を行っていくなかで、問題がだんだん見えてきたということです。そういった機会がなければ、もっと状況が悪化していっただろうと考えられます。ですから、今後地域で障害者を丁寧に重層的にいろいろな形で見守る仕組みを作っていくことが必要であると感じています。
会長

　　ありがとうございます。ご質問は一括してお受けしたいと思いますので、引き続き、「きらら」と「ういんぐ」の活動について、報告をお願いします。
委員

　　初めに、「きらら」からの報告をします。相談件数はご覧のとおりの状態です。電話相談は相変わらず多く、面接相談もそれに伴って多い状況です。
最近寄せられた相談の特徴を５点挙げさせていただきました。特に、この頃目立っているのは就労支援の相談が多くなっていることです。レインボーワークでは相談の時間が限られていることや対象の枠が非常に狭いということで、いろいろな相談が「きらら」に寄せられるようになりました。　

　また、作業所などの集団に馴染まず、なかなかそこでの相談が難しい知的障害者が、居場所がないという理由で福祉事務所から紹介されるケースも多くなっております。ただし、「きらら」であってもオープンスペースは集団のためにあるので、本当に「きらら」で対応できるのかは悩ましいところです。でも、実態として知的障害者の居場所がないということ、作業所に行っていないとか日中活動の場がなかなか見つけられない方がいるということが現状です。
それと、クリニックや病院が練馬区にあるとか交友関係で、また、他区の利用者がその場所の地域生活支援センターや作業所の利用が難しいという理由で、「きらら」まで相談に訪れるというケースも増えています。大江戸線が練馬まで延びているということで、来やすいということもあり、他区からの相談が増えている傾向があります。
また、「今どうしていいか分からないけどとにかく話を聞いてほしい」という方に対し、本人にとって必要なことを一緒になって考えていくという内容の相談が増えてきているように感じます。特に精神障害者については、まだまだ地域生活をしているといっても、治療段階と思われる方が関係機関から紹介されてくることが多いのです。やはり「きらら」としては、地域生活を応援するという意味で、治療するところではないので、もう少し福祉事務所や保健相談所等関係機関と本人が関係作りをして、地域生活を応援する状況になってから、「きらら」に繋げてほしいという方も増えていて、福祉事務所や保健相談所に返しているという状況です。
　　つづいて、「ういんぐ」からの報告をしたいと思います。電話相談は「きらら」と同じように多いですが、まだ十分に周知されていないということもあって、朝９時に電話がかかった後しばらく電話がかからないという点が「きらら」とは違うところです。
面接相談は、５月は開設して間がないこともあって、初めて来た人が多かったです。その後６月、７月はしばらくこの件数で行くのではないかと思っています。
「ういんぐ」で相談を受けていて感じることは、本人の相談もさることながら、ご家族からの相談が多くございます。もちろんご本人へのケアも必要なのですが、ご家族に対するケアがより必要であると感じました。
また、「きらら」も保健相談所と併設ではあるのですが、フロアーが別だったのであまり感じなかったのですが、「ういんぐ」は、同じフロアーを利用しているので、保健相談所の利用のついでに立ち寄られる方が多くいます。そういった意味で「ういんぐ」がいつ開いているのだとか、「きらら」の利用を知っている方は、午前中は、電話相談だけであることをご存知の方が多いのですが、そういうことすら知らない方で、「何はともあれ、やっと子どもを連れて来られた」、「そうでなければ子どもを連れてなかなか来られない」というお母さんがご自身の病気のことや、ご家族のことのご相談で来るようになりました。気安く立ち寄れるのは良かったなと思います。
最近、感じるのは、発達障害や高次脳機能障害の方が居場所を求めて来所されることが多くなったということです。これもまた、先ほど、「きらら」からの報告で、知的障害者のところでも言ったのですが、日中行く場所がなく、何はともあれ地域生活支援センターに来ることで何とか解決するのではないかということで、いろいろ紹介されています。そういった意味では他の相談機関からも地域生活支援センターに求められることは大きいと思うので、単純に相談支援事業所をやるのではなく、地域生活支援センターを併設している良さだと非常に感じています。
また、「きらら」の場合は大江戸線を使って他区から来る人が多いですが、「ういんぐ」の場合は石神井保健相談所関連の相談者が圧倒的に多いです。皆が口々に言っているのは、「きらら」には電車に乗らなければ行けなかった」とか、「近くにできて良かった」ということで、気軽に相談ができるような場所が必要であると感じています。実際に、「きらら」には｢出張きらら｣というものがありますが、「ういんぐ」でも「出張ういんぐ」という形でやっていますが、そこにしか来られない方も多いので、近くに気軽に立ち寄れる場所が必要だと感じています。
もう一つ、指定相談事業所としての大きな動きがあると思います。「ういんぐ」に来て相談をしてほっとして帰られる方もいらっしゃるのですが、まだまだ「ういんぐ」まで辿り着くことができず、ご家族がどうしたら良いかと訪問されて帰ることもあります。そういう時は、その方のお宅を訪問して、本人の様子をみたり、本人にとって何が必要か一緒になって考えております。指定相談支援事業所でケアプランを立てることが必要ではないかということで、今一番感じているのは、退院して地域生活を始めたばかりの方は、入院生活が長いこともあり、地域生活をどのように組み立てたら良いのか分からないということです。もちろん保健師や、生活保護の場合ならワーカーも訪問しますが、私達は、退院支援をしているので、入院中から顔見知りで気心が知れています。やはり退院した直後の方は、再発する可能性も高いので、予防も含め、これからは指定相談支援事業者が訪問できたら良いと思っています。そういう意味では、一般相談支援から、必要に応じ指定相談に移行し、こちらから訪問したり、同行したりして、応援できたらと思っています。ただ、残念ながら練馬区では、まだ、ケアプラン作成の申請の実績がないものですから、行政の方での受け止めも初めてで、何かあると「法律上はこっちですとか、介護保険が優先されます」といったように、問い合わせをしても、十分に対応してもらえません。これはできませんという対応ばかりで肝心な障害者本人の生活の様子を見るところが少ないです。私は、法律上、できるできないということを聞きたいのではなく、この人が地域生活をするにあたって、どうしたら良いかということをお互い考えていけるようになったら非常によいと感じました。そういった意味でも、相談支援事業所がケアプランを作成することで、ご本人のサービスを全体的に見ることができると感じています。
会長

　　ありがとうございます。地域生活支援センターの活動ぶりを通じていろいろな課題を提供していただきました。何かご質問はありますか。
　　では、私から質問しますが、スタッフの人数や力量と現在起こっている課題とのミスマッチなど、何かお感じになることがあればコメントをお願いします。
とりわけ、今日挙げていただいた事例では、地域生活支援センターの機能と他の専門機関との繋ぎの話がありました。先ほどの話で、行政は振り分けしかしないということがありましたが、はっきり言ってものすごく深刻です。そんな事で相談に来ているわけではないのに、相変わらず、そういう発想で行政がやっているというのは、ネジを巻き直してもらわなければならない話です。もちろん施策適応の話は法律の手続きがあるからいいですが、きっとその前の段階の話をされているのだと思います。やはり、一緒に行政と委託した地域生活支援センターとがパートナーを組んで、問題解決を行うということについては、いろいろな考え方はものすごく重要なことで、大変深刻な課題です。逆に地域生活支援センターが活動しているお陰で、そういったことが分かり始めたということがあるかと思いますので、まさにここでの非常に大事な論点になります。
委員

　　事例でも挙げましたが、他区市の福祉以外の、例えば婦人相談であったり、生保であったり、そういうところと連携しながら支援体制を構築していく、というふうに動かなければならなくなっています。先ほど、「きらら」でも、他区からたくさんの方が来られているというお話がありましたが、利用者は地域に縛られて生活をしているわけではないですから、そういった連携も、自治体ごとではなく、柔軟に組めるようになければなりません。
また、職員もその辺の調整役になれる力量が必要とされています。知識だけではなく、コーディネーターとしての役割をこなせるような、そういった支援をしながら、一つずつ力をつけているところです。今まで、担当ごとにいろいろな仕組みが動いていたということです。地域生活支援センターが３か所になったのが今年の５月ですから、これからなのかなというところです。概ねその連携のためにこちらから投げかけると、だいたいはうまく連携がとれる、しかし、稀にそれがうまく働かないことがある、というところで行政としてそういう方針を示しておくことは大事なことだと感じています。

委員

　　人数は３か所とも常勤職員３人、非常勤職員２人です。「きらら」だけは、退院促進事業を東京都から受託しているので、その分１人非常勤職員が配置されています。
力量はそれぞれ差があり、経験も年齢も違いますが、土日も夜８時までやっています。連休はほとんど取れず、夏休みも連続ではとれない過酷な労働条件のなかで、それぞれ120パーセントの力を発揮しています。障害が同じでも一人ひとり特徴が違いますので、それぞれに寄り添って相談をしています。そういうのを見るとやり甲斐を感じているのだと思います。ただ、先ほどお話したように、訪問に人手がとられて、残ったスタッフが一人、二人と減っていきます。不特定多数の方が来るというのは、様々な方がいらっしゃるので、１日に１回はトラブルがあります。それに対処するのも、スタッフの力量だとは思うのですが、頭数も必要だと思っています。そういった意味でももう少し職員がいればと心から思っています。
会長

　　ありがとうございます。委託でやっていることの辛さがあろうかと思います。だからといって、人を増やせばよいという話しでもないし、その辺はぜひここでいろいろな議論をしながら、人を増やすとしたらそれを賄う仕掛けをどう考えたら良いか、まさにこれが自立支援協議会のテーマです。今までの行政は、障害福祉は陳情を受けるという発想で、それをどう裁くかという発想はなかった。そういうことも含めてご意見をお願いします。
委員

　　先ほど、相談支援でサービス計画の作成がなかなか認められないという話がありましたが、実際は何件ですか。
委員

申請が認められないというのは語弊がありますが、例えば、６５歳を迎えた方で介護保険を優先して申請してもらうケースでは、６５歳になったことに気付かずに後になって廻ってきたり、そもそも入院前の住所が他地区で、本人がグループホームに入るまでは、他地区の住所で始まりますが、既にグループホームに入った後に練馬区の住所に変更した場合は、練馬区で自立支援法の申請ができると思うのですが、支給決定を他区で行った場合は、そちらの方で申請してほしいとか、といったことがあります。
退院促進事業を行っていて、都内でも少しずつですが、うまく運用しているところの話を聞くことがあります。これから、練馬区でもだんだん進んでいくとは思いますが、まだどうしたら良いか分かりません。なかなか申請に至らないので、まだ一件も実績はありません。
会長

　　もう一つ、気になったのですが、他区からの利用が多いのは、どういう理由なのでしょうか。
委員

　　いろいろな場合があります。ほとんどの地域に地域生活支援センターは設置されていますが、人間関係がうまくいかず、隣の区のセンターを利用した方が良いと考える支援者がいます。
また、練馬区の病院を使っているので関係機関が練馬の方が分かっているのでこちらを使いたいという場合もあります。
会長

　　ありがとうございます。行政の方で工夫しなければいけない話です。委託費を他区民のために使うことをどう考えているのでしょうか。広域での連携は重要です。とりわけ、精神障害の場合は病院と連携した方が効果的です。住居地を中心とする地域範囲の考えより、支援効果が上がる方法を選択していただけるような知恵の出しどころというか、大事な課題提供をいただいたように思います。
ありがとうございます。他に何かありますか。
委員
私どもも「きらら」、「ういんぐ」に何度も足を運んでいるので、ある程度は状況を理解しています。また、120％仕事をされているのも十分理解しています。実際、必要としている方が多くいるというのは分かるのですが、家庭訪問は、単に職員を増やせばできることなのかお聞きしたいです。今まで、そういったことを各地域でさんざん検討していて、地域での連携ということで、病院や保健所に連絡をとることが、従来の共同作業所の役割だったのかと思っています。ただ、現在、区内に精神の作業所は１５か所あるのですが、そのうち１０か所が就労継続支援Ｂ型の事業所になっているという状況もあって、そういうところにも繋がらないケースなのかと思っています。人を増やすということよりも、資源を増やすような議論も必要だと思いました。
会長

　　ありがとうございました。このご発言についてコメントはありますか。
委員

　おっしゃるとおりだと思います。

会長
社会資源の話が出ましたので、区として障害者サービスをどういう形で計画に沿って動かしてきたか、報告をお願いします。

（３）障害者サービスの進捗状況について

事務局
次第の３、障害者サービスの進捗状況について、資料の５を用意しています。また、別紙１・２、青い冊子の障害者計画、練馬区報の新基本構想（素案）・長期計画（素案）の特集号を用意していますので、併せてご覧ください。
１番で、前回（平成２１年１月２９日）の自立支援協議会以降の状況について簡単に触れています。
１つは第２期障害福祉計画の策定です。その次に、（素案など公表している最中ですが）練馬区新基本構想・次期長期計画の策定を進めています。これについては、後ほど大きな３番・４番の方で改めて説明させていただきます。
つづいて２番、「練馬区障害者計画第一期障害者福祉計画の進捗状況」です。前回、素案の説明で若干数字などはご説明しましたが、それが９月末時点の数値でしたので、本日お示ししたのは、平成２０年度末の状況となっております。細かい数字となっておりますので、別紙１・別紙２に関してはお目通しください。
平成２０年度までは概ね計画通りに進んでおりますが、個別の事業については、当初の数字よりも伸びていたり、思うように伸びなかったりというところがありますので、そちらについては第２期の計画の中で少し修正を加えている状況になっています。
つづいて、３番、「第二期障害福祉計画の推進のために」です。第二期障害福祉計画については、６つの重点課題を設定し、それについて、個別の施策等を掲載している造りになっています。第二期障害福祉計画が策定されてから、まだ半年ほどしか経っていませんので、進捗状況と言えるものを数字で示すことができませんが、課題について、こちらでどう考えているかということと、それについてこれまでどう取り組んできたか、今後どういう事業などを通して解決を図っていきたいかというところを、本日はご報告します。
　　　まず、（１）重点課題の１番目ですが、ケアマネジメントによる相談支援の充実について、３つの視点を掲げて、施策を進めていきたいと考えています。１つが「障害者の総合窓口と地域拠点機能」、２つ目が「専門性の高い相談支援」、３つ目が「ライフステージに応じたケアマネジメント」です。それぞれに解決を図らなければならない個別課題があります。それが次の四角で示しているところです、例えば、相談支援センターからのご報告にもあったように、地域に出向いての相談支援の整備を図る必要があるだろうと考えていますし、また、地域生活支援センターは身体・知的・精神と３障害に対応できるという造りになっていますが、今後は高次脳機能障害を含んだ中途障害の方への対応だとか、いわゆる触法障害者への専門的な相談支援など、こういったものを進めていく必要があると考えています。またグループホームから地域に出た後の地域生活であるとか、あるいは、入所を予防するという形で、地域で暮らし続けるための支援体制を構築する必要があると、こういった個別の課題を考えているところです。
これについての対応として今まで取り組んできたこととか、次期長期計画に則った形で、どう考えているかというところを載せています。来年の５月に区内で４か所目の地域生活支援センターが整備されることになっています。先ほど、「人を増やすのではなく資源を増やしていく」とあったように、地域でさまざまな資源を作り出し、ネットワークを作っていくということが非常に重要だと思っています。また、これまで、なかなか利用が図れなかったサービス利用計画を活用しながら地域生活を送るといったところを進めていきたいと考えています。
２つ目が、（２）サービスの質の向上です。ここでは３つの視点を掲げています。１つ目は「適切なサービス提供とモニタリングの実施」、２つ目は「サービス提供事業者への支援」、３つ目は「福祉人材の確保・育成」という形になっています。個別課題については、次の四角に掲げています。また、これについての対応ですが、「障害福祉サービス事業者連絡会の設立」であるとか、「障害福祉人材育成研修センターの整備」など、こういったものを通してサービスの質を図っていきたいと考えています。
３番目として、（３）法内事業への移行と機能の充実です。１つ目に「法内事業への円滑な移行」、２つ目に「多様なニーズに応えられるサービス整備」、３つ目に「区立障害者施設のあり方検討」、この３つの視点で進めています。個別の課題としては、区内に自立支援法上の事業に移っていない作業所がまだあるという現状です。なかなか、一括りにできない様々なニーズをお持ちの方がたくさんいらっしゃるので、その方々に合ったサービスをなかなか提供できないのが現状です。この対応としては、今年４月に区立施設の法内移行を行いました。また、指定管理委託なども通して、サービスの質の向上を進めていきたいと考えています。また、後ほど説明しますが、中途障害者への支援事業であるとか、あるいは、地域生活支援センターⅢ型の検討なども必要ですし、こども発達支援センターの整備を通して、様々な方へのニーズに応えていきたいと考えています。
４番目として、（４）精神障害者施策の充実です。ここでは、２つの視点を掲げています。１つ目に「精神障害者の地域移行」、２つ目に「地域生活を支える支援体制の整備」という形になっています。こちらについては、グループホーム等の生活基盤の整備や地域生活を支える相談を進めていきたいと思っています。対応としては、退院促進地域生活支援事業の実施や見直し、グループホーム等の整備・促進を図っていきたいと思います。グループホーム等の整備・促進については、法規制の関係で、今は進んでいませんが、事業者の努力に頼る訳にもいきませんので、福祉サイドからも支援ができないか、現在、検討を行なっている状況です。
次に５番目ですが、(５)障害児支援の充実です。こちらも３つの視点として、１つ目に、「こども発達支援センターの整備」、２つ目に、「継続的支援の充実」、３つ目に「家庭生活を支えるサービスの整備」というところで課題解決に進んでいるという状況になっています。対応としては、こども発達支援センターの整備や障害者支援ネットワーク会議の開催を通じて、課題の解決を図っていきたいと考えています。
６番目は、（６）障害者就労支援の強化です。３つの視点になっています。就労マネジメント体制の構築や就労促進協会の機能強化などを通して、課題解決を図っていきたいと考えています。
３ページの４番目ですが、「新基本構想・次期長期計画素案について」のところで、障害者計画自体、来年度改定となっています。今回の新基本構想・次期長期計画においても、来年度からということで進んでいますので、これに併せて、障害者施策を考えていきたいとしているところです。
新基本構想については、概ね１０年後の平成３０年代初頭を見据えた造りになっています。次期長期計画は平成２２年度からとなっています。構成としては、「練馬区の目指す１０年後の姿」を捉えているところです。例えば、産業や健康福祉であるとか、分野別の基本政策を横断的に捉えている「ねりま未来プロジェクト」と言っていますが、縦と横で政策を考えているところが特徴となっています。その中で、健康と福祉分野が設定されていますが、こちらには、基本政策として、「高齢者・障害者など誰もが安心して暮らせる社会を実現する」という目標を掲げて進んでいるところです。
その中で、障害分野については、政策２５で捉えているという形になっています。こちらについては、後ほど練馬区報に出ていますので、ご確認いただければと思っています。
障害者関係の政策としては、「障害者が自立して生活できるように支援する」という目標を掲げ、その中で５つの施策に分けて障害者施策を進めていきたいと考えているところです。１つ目が「施策２５１総合相談体制を構築する」、２つ目が「施策２５２サービス提供体制を拡充する」、３つ目が「施策２５３障害者の就労を促進する」、４つ目が「施策２５４障害者の社会生活を支援する」という形になっています。
また、施策を進めるうえで、個別計画事業の設定をしていまして、そのほとんどが施策２５２の中に入っています。１つが「ショートステイ事業の充実」で、これまでのグループホームを利用してのショートステイ事業を拡大しようと進めてきたところですが、そちらを入所施設に広げていくということを考えています。２つ目に「生活介護事業所の誘致」ということで現在考えていますのは、平成２６年度までに４０人規模の生活介護事業所を練馬区に誘致したいと計画をしているところです。２点目が「グループホーム・ケアホームの充実」ということで先ほども少し触れましたが、建築基準法の縛りなどの関係で、グループホーム・ケアホームの整備がなかなか進まないという状況になっています。これに対して、整備費の加算であるとか、あるいはその物件がグループホームなどに適用できるかといったところを、判断できる仕組みを取り入れたいと考えているところです。その次ですが、「（仮称）こども発達支援センターの整備と中途障害者への視点」ということで、高次脳機能障害者の方を対象とした相談支援であるとか、機能訓練といった事業を実施していきたいと考えているところです。最後の点が、「障害福祉人材育成研修センターの整備」ということで、福祉人材の確保・育成をするために、こういった研修センターを整備したいと考えています。これらの計画事業の様々な施策を通じて、障害者施策を進めていきたいと考えているところです。
会長

　　ありがとうございます。ただ今の報告についてご質問はありますか。計画の話と現場の話をどう繋げていくかという、これが大変な課題であると思いながら伺っておりました。いかがですか。
委員
精神障害は見た目では分かりません。本人も頑張ろうという意欲を持っているので、なるべく支援していますが、本人がどこまで耐えられるのか、本人も良く分からないし、紹介するレインボーワークも分かっていない。使う側として一番悩んだのは、どこまでやらせたら良いかということです。
どの辺りまでを目標に就労に携わっていくかという目標設定をレインボーワークである程度把握したうえで紹介いただけると、もう少し対応ができるかと思います。
会長

　　ありがとうございます。精神障害者の就労支援を考えるうえでのポイントの１つです。身体障害の場合は、伝統と歴史があるので、アセスメントなり、そういうのがあるのは分かりますが、知的・精神はまだまだ現場の力というか、その辺りも含めながら･･･　区から何かありますか。
障害者施策推進課長
　　貴重なご意見ありがとうございます。精神障害者の雇用率が算定されるということになったところから、精神障害者を雇う動きを含めて、精神障害者当事者も就労に向けて、ご自身からも力が入ってきたというのがここ数年の流れです。
レインボーワークでは、主治医からの了承を受けてから進めていることは事実なのですが、どこまで厳しくしたら良いか、どこまで耐えられるのかということは、本当に個々様々という状況であります。そういうことと併せて、やはりまだ精神障害者に対するアセスメントと言いましょうか、その方のレベルを的確に把握できるようなバックデータがなかなかないということがありまして、レインボーワークでも、平成２０年度ぐらいから非常に精神障害者の相談が増えているというところです。
実は、この夏から試行的にやっております。今やっている中には、データが非常にいい形で、それぞれの方が現在どのような状況にあるのか的確に分かるようになってきたところですので、委員の意見も参考にさせていただきながら、目安をどう示せるのかという部分には、もう少し私たちも、個々の状況をさらに把握しながら、また、勤めている企業とも連携をとりながら、進めていきたいと思います。また、細かなことでぜひご指示をいただければと思います。
会長

　　ありがとうございました。就労支援はこれからの大きな話ですが、まだまだ基礎体力が足りません。ノウハウというか、医師の方も、そういう視点で見るということ自体、割とまだ事例が蓄積されていないだけに、難しいと思いました。ありがとうございました。大きな課題を提起していただきました。
委員

　　この資料や障害者計画を読んで感じることなのですが、サービス提供というところ、施策２５２でいろいろ書いてある中で、例えば「在宅の障害者に合ったサービス」という言葉が入っていると、私たちに関係があると思うのですが、練馬区視覚障害者福祉協会の中では知的障害者とか精神障害者を中心とした内容として捉えていて、膨大な資料の割には、私たちにはあまり関係がないのではないかと、思っている人もいます。何か少し遠いところで議論されているという印象を受けますので、一言そういう言葉を入れていただけたら、暖かさを感じるのですが、いかがですか。
障害者施策推進課長
　　ありがとうございます。貴重なご意見だと思います。
私たちも自立支援法がスタートした時に、障害の種別を無くすという発想が、この法律の根底にあるのだと受け止めています。そういう意味においては、そこを基本に、どう書き込んでいくかだと思います。委員からあったように、暖かい感じに受け取れない部分があるということは、まさにご指摘のとおりだと思います。今回の中でも特に、さらにそのうえで障害の狭間にあるということで、先ほどあった高次脳機能障害であるとか、発達障害というのは、ここ近年、非常に言われているところであり、そういうところについては、文字として書き出しをし、課題であるということを認識したということでございます。
もう一つは、障害福祉計画の見直しということもあり、総体として自立支援法に定めたサービスの見込み量などを書き込んだという形になっております。本来であれば、今、委員からあったように、障害者計画のところが、まさにそういう意味では、関わってくるところなのかと思っております。実は、障害者計画が平成２２年度に、見直しという形でスケジュールに入っておりますので、次の見直しの中では、委員からあったご意見については、受け止めさせていただき、書き込みについては注意していきたいと思っております。よろしくお願いいたします。
委員

　　ありがとうございます。

会長

　　それでは、次に専門部会の協議・報告について報告をお願いします。
（4） 専門部会からの協議・報告について

委員

　　光が丘地域生活支援センター部会からは４点提案しています。
１つ目が「障害者の行政窓口の利用における配慮や支援について」です。これは、視覚障害の委員からの提案です。内容としては、視覚障害者や情報障害者が窓口を利用するとき、または、行政機関からの手紙などを受け取るとき、代読とか代書が必要になるのですが、今はそれをガイドヘルパーなどに依頼している状況です。特に、ガイドヘルパーが関わっている場合は非常に不安であるということから話が始まっています。様々な行政機関で、ハードの部分、建物などはバリアフリー化、使いやすさというところが非常に配慮されていて、障害者が一人でも、窓口まで辿り着けるようになってきています。しかし、ソフトの部分、その窓口の職員の対応だとか力量であるとか、そういうところでの支援のノウハウが十分に作られていません。辿り着くことができても、窓口を利用するためには人の手を借りなければならない、視覚障害者だけでなく聴覚障害者も知的障害者も同じような問題を抱えています。行政窓口を、誰もが気軽に利用できるような場所としていくためには、知的障害者であればコミュニケーションボードを置くとか、障害理解のための研修を行なうとか、視覚障害者であればコミュニケーションのためのツールを置くとか、手話ができる職員がいなかったとしても、聴覚障害者に対するコミュニケーションを理解した職員がいて、筆談ができる者を置いているとか、細々としたことですが、きちんと整理して、誰もが使いやすい窓口作りを進めていくことが必要ではないかという提案です。
２つ目が、災害時の避難困難者への緊急避難情報伝達システムについてです。災害が起こったときに防災無線などで地域住民に対して、どういう状況であるのか伝えられるのですが、視覚障害者・聴覚障害者にとっては、決して使いやすいものにはなっていません。今は特に、家を離れて外にいるときに、情報が入らないのではないかという不安を持たれているというところからの提案です。練馬区では、災害時要援護者名簿の登録を積極的に進めており、障害者も積極的に登録するようにされていると思うのですが、外で災害にあった場合、どのように避難したら良いのかを伝えてくれるシステムというもの、個別に発信するような方法というものを併せて検討していくことが必要ではないかということ、また、例えば災害時に近くにいる人にサポートをお願いできるシステムを作っていく、そういったこと必要であるという提案です。
３つ目に、知的障害者の権利擁護とセイフティネット作りです。もちろんご本人がそういった場面に対応していくための学習であるとか、ご本人の力をつけていくということが必要なことでもありますし、権利擁護の仕組みとして成年後見制度の利用促進というのもありますが、それだけでなく地域による見守り、インディビデュアル・アドボカシーと言いますが、そういうものを充実していく仕組みを実現させていくことが必要であるということです。そのために、先ほど障害福祉計画の中で横断的に対応していくということがありましたが、その障害者の施策を推進していく部門での横断的な取り組みだけでなく、社会施策的なサービス・公共的なサービス、警察や消防などを含めた横断的な協議の場を持ちながら、どうやって障害者を地域で支え、見守るかということを協議していく場をつくることを早急に進めていかなければならないのではないか。これは区としてそういう姿勢を持ち、理念を持ち、各機関にそういった話を持っていきながら仕組みを作っていくことが必要ではないか、ということです。
４つ目は、見守りや介護が必要な障害者の住居のあり方について、当事者・家族および行政の関係部署における認識の統一が必要なのではないかということです。問題としては、特に見守りや支援を必要としている障害者の居住の場として最も大きな受け皿として期待されているグループホーム・ケアホームの設置が、練馬区では昨年の１１月から止まっています。なぜそういう問題が起きているのかということも協議していく中で、障害者施策だけの問題だけではなく、建築や消防であるとか、そういうところも含めて、障害者の住まいというものをどのように考えているのか、例えばグループホームはなぜそこまで設置ができたのか、どんな障害があろうと地域で自分の家に住み続けたいという思いがあって、障害者が自分を支えてくれる家族がいなくなったときに、「仕方がないので、施設に入る」という二者択一の選択ではなく、その中間で支援や見守りを受けながら、地域の中で自分の家で暮らしたいというところから、グループホーム・ケアホームが延びてきました。そこでの生活を望む方がたくさんいるということかと思うのですが、障害当事者やその支援者・行政の中で、今、ある程度のコンセンサスはとられているものの、建築や消防関係者を含めたところとなると、やはり認識の統一が十分なされてはなく、結局今回についても建築の様々な条例と実態とが沿わずに条例に合わせようとしたところで無理が出て、設置が進まなくなっているところだと私たちは認識しています。
ここでもやはり横断的な会議体を設置して、障害者の住まいを練馬区として今後どういうふうに考えていくのか、基本的には障害者の権利条約等でも言われていますが、どんな障害を持とうと、一般の方と同じように自分の住まいを選べるようにしていかなければならないのが基本かと思います。その理念に沿って練馬区として障害者の住まいをどう考えるのか、それを、障害者施策の担当部署だけではなく、自然体として共有していくことが必要ではないでしょうか。これが４つ目の課題となります。
会長

　　ありがとうございます。たいへん重要な問題です。国の制度を知りながら、区の話と、地域の話と、いろいろな形で課題が提案されました。

それでは、次の部会から報告をよろしくお願いします。
委員

　　「きらら」は主に精神障害者を対象に相談や地域活動支援センター事業を行っています。精神障害者が地域で生活するうえでの問題や課題を中心に話し合っていければ良いということで、精神障害者のことに特化した専門部会としての報告をさせていただきます。「ういんぐ」についても、同様に精神障害者を対象としているので、「きらら」とはエリアを分けるということなく、練馬区全体として地域生活の中で課題を共有していけると思い、合同で専門部会を始めさせていただきましたので、今回は、「きらら」「ういんぐ」合同の専門部会からの報告とさせていただきます。
　　先ほどからグループホーム・ケアホームについて話しがあるように、少しのフォロー、ちょっとしたケアで地域生活を継続できる人が、いまだに入院生活を送っていたり、施設での生活を送っていたりという現状をみると、グループホームがもっと多く増えたら地域生活ができるのではないか、住み慣れた街で暮らし続けられるのではないか、親亡き後も生活を続けられるのではないかと思いますが、グループホームを増やしたいにも関わらず、建物の条件で問題があるというのが１点です。
２点目はグループホームを退去した後、一人暮らしを始める際のフォロー体制ができてないことです。グループホームの人員体制として、地域の社会資源をもっと他の部分で利用できたら良いと思います。
３点目は、保証人がいない方が多く、保証人協会の審査に落ちてしまうと、他の保証人協会に頼むことは難しく、アパートを借りられないという状況があります。不動産屋が保証人を必要とする理由は、滞納がない方がいいとか、問題があったときに相談できる人がいる方が良いということです。保証人をつけるのであれば、もう少し考え方を緩和できたら良いと思います。また、グループホームとかアパートとかを借りるのではなく、公営の住宅さえあれば、そういう手間がないと思いますので、公営住宅が増えることが望ましいと思います。今度、地域移行について話し合う専門部会ができますから、そこにはぜひとも不動産関係者も入っていただき、借りる側と貸す側がお互いに自分の実情を話し合うことで、解決策が見出せるのではないかと思います。
最後に高齢化への対策についてです。１点目として、６０歳から７０歳代の方は、地域生活を送るにはどうしても支障があると思いますが、だからといって、高齢者施設に入所するにはまだまだ条件に満たない方が多いです。結局行き場がなく、治療の必要もないのに入院を余儀なくされる方が多いです。そういう方が、地域生活ができるような状況になったら良いという話も出ています。
２点目として、新法移行についてです。精神障害者の共同作業所から就労移行支援に移行する事業所が少ないという現状があります。９か所が就労継続支援Ｂ型に移行していて、まだ移行していないＣランクの４か所も就労継続支援Ｂ型に移行する予定です。就労移行支援施設がない状況を行政はどう考えているのでしょうか。就労移行を目指してもらうよりも、就労継続支援Ｂ型に移行し、それなりに就労移行支援に近いところの事業所にちょっと応援していただくことで、就労移行支援に移行できるのではないかという意見も出ています。また、就労継続支援Ｂ型事業所を福祉的就労のための居場所と思っている方と、もう少ししたら一般の就労もできるのではないかという方とか、様々な方を受け入れているため、運営が非常に困難になっているという状況があります。また、特に不景気の今、事業所独自で工賃アップしていくのは非常に難しいです。たまたま行政の下請け作業が、またその下請け、下請けの孫請けみたいになって、作業所に廻ってくることがあるそうです。それならば、作業所に直接行政から仕事を流してくれたら良いのではないか、仕事を作ってくれる努力も行政でしてもらえたら良いのではないか、という意見も出ています。
３点目として、障害特性についてです。なかなか理解されにくい障害特性があると思います。段階があって、それぞれの段階で寄り添いながら支援をしていくことで、その段階でも就労できる場合もあるというふうに、一概に段階を追っていくということが、この障害特性ではないということが、なかなか理解されていないという現状があります。それによってヘルパーの派遣の際には、本人の障害が理解されていなく、サボっているのではないかとか、なぜやれるのにやらないのかと、ヘルパーから思われることもあり、そういう現状で必要な人に必要なヘルパーが付いていないということが見られます。本人にとって今何が必要かということを障害特性も含めて、通訳の役割になるようなコーディネーターの存在があったなら、非常にいいのではないかという話も出ました。
最後の４点目は、自立支援協議会に対し、様々な課題を提出してきたのですが、その課題が結局どうなるのだろうかということが見えないままで過ぎているという現状があります。自立支援協議会に提案した課題は、一緒になって協議して、ここまでは答えが出せますという展望が開けるようになったら専門部会としても課題が出しやすいので、そういうお答えを返していただけたらと思っております。
会長

　　ありがとうございます。行政の対応の話、施策方針の話にもなります。行政の運用、窓口担当の話、いろんなレベルで課題提起されましたので、事務局からコメントをお願いします。
石神井総合福祉事務所長

　　最初に、行政窓口利用における課題について説明いたします。

　　まず、区の窓口については、障害をお持ちの方のご利用機会が多いと思います。福祉事務所での対応の現状としては、視覚障害の方については、ガイドヘルパーの付き添いや、単独でお越しになった方に対し、職員が必要に応じて代読や代筆といった対応をしております。聴覚障害の方については、筆談や職員の中に多少手話ができる者もおりますので、そういった形で対応に当たらせております。また、特に込み入った場合には、手話通訳者派遣事業がありますので、高度の手話通訳ができる方にご同行いただいて、対応しているところです。

　こうした福祉事務所や福祉分野での窓口対応については、今後いっそうの改善、改良に向けて、皆様からのご意見、ご要望を伺いながら、各所管課で連携、工夫をしていきたいと考えています。視覚障害あるいは聴覚障害といった面で、障害をお持ちの方のコミュニケーション、情報面でのハンディとして、どういった取り組みをしているかについては、各自治体で経緯や実情に違いがあると伺っております。そして、状況の調査や把握についても併せて取り組んでいきたいと考えております。なお、職員の配置や研修については全庁的な仕組みにわたることになりますので、現時点では、直ちに具体化できる状況にはありませんが、皆様のご要望については、関係所管に伝える形で取り組んでいきたいと思います。
会長

　　重要なのは、プライバシーに関わる相談があると、単に通訳者をいれることでは解決しないものであり、逆に、通訳者にどれだけ強い守秘義務を課すかというところも含めた課題の立案が一番重要なポイントです。様々なプライバシーを出さなければならないときに、第三者を介在させることの辛さについては、ご指摘のあったとおりだと思います。そこら辺については、少し研究をしていただかなければいけないと思いますが、いかがでしょうか。
例えば、最近、銀行では手話通訳や点字ができる人を配置するようになっています。もちろん、一部の銀行でしかないのですが、そういう意味で、できる限り努力も必要なのではないかということです。そこら辺はむしろ、当事者の方からご意見いただいた方がよろしいかと思います。
委員

　　情報障害に関しては、現在、議会に要望を出しているところです。確かに、体制はある程度整ってきていますが、きめ細かなことが進んでいません。例えば福祉事務所に行くと、手話のできる方がいらっしゃるのですが、話を始めると「私は担当ではない」と言って、別の職員が来ると全く対応が違う。手話が分からないから筆談ですが、さらに話をすると、また担当が違ったという状況があります。縦割りだからかもしれませんが、当事者にとっては蔑ろにされたと感じます。

また、精神障害者と同じで、耳の聞こえない人の特性というのも分かってもらえない状況があります。その辺りを研修できるシステムを作ってもらいたいです。手話ができたり、筆談ができたりという以前に、担当する窓口の方の障害者に対する基本的な知識を持ってほしいです。それは担当の方々や課長さん、係長さんは分かっていますが、窓口業務の方は、そこまでは至っていません。
もう一つ、以前から実施している職員向けの手話研修についてですが、これがなかなか広がっていません。窓口業務の方に参加いただきたいのですが、保育士や一般事務の方が来られていて、さらに回数が減りました。研修はこれからもやっていただきたいと思います。
会長

　　ありがとうございました。他の委員から何かありますか？
委員

　　それでは、補足で一つお話させていただきます。練馬区視覚障害者福祉協会の会合のときに、「私たちはガイドヘルプを依頼する際、自分のプライバシーが漏れて困るのではないですか？このことを区役所にもっと強く要望していいですか？」と言ったら、多くの拍手がありました。これは私と同じように悩んでいる方が多いということだと思い、自信を持って提案させていただきました。
　　また、書類が足りないと言って、ガイドさんが利用者と区役所の間を往復したりしているわけですが、本来の仕事ではないことでガイドさんが動いてくださっているということは、おかしいことだと思っています。ぜひ、大事な書類の場合には、切り欠きを入れるとか、シールを貼っていただくとか、急いで出さなければならない書類だと分かるシールを貼っていただくとか、あるいは、収入に関係するときには担当を決めて、視覚障害者が来たときは、「何かお手伝いすることはありますか？」と聞いていただけるような体制を作っていただいて、ここで対応するようになったということを教えていただきたいと思います。もう一度繰り返しますが、私一人の考えではなくて、練馬区視覚障害者福祉協会の総意として、強く要望したいと思っています。
会長

　　当事者の代表の方も実感されていると思いますが、以前よりも体制が整備されていますが、個別的な対応ではまだ行き届いていないと思います。せっかく蓄積があるのに、障害者の個別性があるのだということに関する窓口のセンスがないと言えます。私も、自分の住んでいるところの区役所で経験があるのですが、サービスである以上は単に給付するだけでなく、いろいろな形で利用者にも負担をしていただいているわけです。要するにどういう方々を想定して手続きを考えるのかと、日本の役所はそういったところを考えない癖が続いているわけで、サービスとして考えた場合、知恵をまわす癖がないのです。お客さんへのきめ細かな対応はまだまだ工夫する余地があると感じました。
　　その他、練馬区バリアフリー法のために、グループホームが建たないという話は、深刻な問題だと思います。
障害者施策推進課長

　　練馬区では平成２０年１１月以降、新たなグループホームの設置はありません。大きな理由としては、練馬区バリアフリー法の施行により設置基準のハードルが高くなってしまったことにあります。また、消防法においても、当事者・事業所も参加する形で、関係部署を横断した会議体を組織していることが大事であるというご意見をいただいたと思っています。実はグループホームの設置に関しては、事業所自体もなかなか建築基準法やバリアフリー法などに対する認識がこれまでは非常に低く、なかなかそこまで考える余地がなかったと感じています。そういう意味では、国のバリアフリー法に伴っての練馬区バリアフリー法ですので、その基準のなかで、福祉施設は、すべてバリアフリーに適したということで出ているところです。ただし、自立支援法に定める障害者のグループホームや、介護保険法に定める高齢者のグループホームの位置付けは、なかなか明確に示されてこなかったという事実があります。国のバリアフリー法が施行されることに伴い、建築関係部署は、「共同住宅等の住まいの場」という形ではなくて、「入所的な施設」という位置づけで当て込みをしてきたところがございました。そういう中で、私たちの方でも、現実をもう少し見ながらそこについての当て込みはもう少し協議させてほしいという形で協議をしてきたという状況です。
今日ご出席の委員も含め、グループホームの皆様からも、要望書などをいただきながら協議をして、建築の所管とも一緒になって、議論する場を設け、横断的に検討してきました。検討している途中で、新たなグループホームを建てるということは非常に難しいということもあり、一時期にストップをしているという状況です。その結果を踏まえて現時点では、障害者のグループホームについては、「共同住宅」や「寄宿舎」という位置づけで、基本的には、バリアフリー法の適用には入れないということで、整備をしてきました。ただし、障害者のケアホームについては、重度の障害者も入りますので、バリアフリー法に適用する形で現在整備が進んでいます。このようなことを基本に、さらに整備について進めていきたいと考えています。
　　長期計画にもお示ししておりましたが、区としてもグループホームの整備は非常に大事だと思っています。このように、建築関係の法律の縛りが厳しくなっていて、地震や災害を考えたときに、いかに障害をお持ちの方がお住まいのグループホームで安全を確保していくかは、非常に重要でございますので、そういう視点も入れながら、整備については力を入れていきたいと思っています。

会長

　　ありがとうございました。建築基準法の問題と同時に消防庁の話です。例えば、スプリンクラーの問題など、防災、災害対応はなかなか単純ではないですし、建築法規と消防法関係と、現在の施設居住概念の間が非常に分かりにくくなっております。区としての対応は先ほどのように方向づけをさせていただいていますが、なかなか一筋縄ではいかない問題です。
　　もう一つが、コンバージョン型が増えてきていることです。既存の住宅活用的な共同共有の場が増えていくと、近代的な住宅よりはもっと人に馴染んだ生活空間の方がいいわけです。いろいろな問題が関わっていて、また政権交代によって施設復帰の動きもややあるようには聞いてはいますが、そういったことも含めて、地域での工夫を進めていただきたいと思いました。

それとの関係で災害の問題ですが、在宅や施設ではなく街に出ているときの問題について、単なる障害担当部局だけでなく、防災や警察も含めての課題だと思います。
これについてコメントはありますか。

地域福祉課長

　　私どもは、災害時の要援護者名簿の充実を担当しております。なかなか名簿の充実が図れないため、今回行政が持っている区民の情報を基にして、災害時の名簿の登録のお願いをしているところです。まずは、名簿を充実させ、関係機関への情報提供を行い、その活用についてはこれから検討していきます。防災担当部署と連携をとりながら、活用の仕方を模索しているところです。
　　消防庁でも、災害時に助けを必要とする方たちの居場所をコンピューターの中にすぐに反映できるようなシステムを開発していて、私たちの持っている情報を提供し、連携体制をとりつつあります。

　　今日いただいたご意見の中にも、確かに外出時の対応方法についても、なかなか機転が回らなかった部分でありますので、問題提起されたものを一つひとつ形作れるようにしていければと思っております。「手助けが必要な者です」と明示できるものの用意などはすぐに取り掛かれる部分でもありますので、なるべくできるものから取り組みをしていきたいと考えております。
会長

　　ありがとうございます。自宅にいるだけでなく外出もしているわけです。福祉施策というよりも地域での支え合いの仕組みと災害時の支援の仕組みという難問です。他区にいる場合や携帯電話が繋がらないなどの場合に、身を守る仕組みは当事者の課題でもありますし、それを支える社会作りが必要であります。防災担当の方にも、ぜひお伝えをいただきたいと思います。

　　また、もう一つ大事な課題として権利擁護に関わる課題があります。これについて、何か委員の方から課題提起いただけませんか。

委員

　　セイフティネットに限ってお話をさせていただきます。

基本的に日中の居住活動にはさまざまな問題がありますが、相談支援事業を中心に一人の障害者を多面的に支援していく必要があり、守る手段としても、成年後見制度の運用ということでやっています。ただそれは一つの切り口であって、最終的には、権利擁護のネットワークを作っていくうえでの問題があります。警察とのつながりがなかなか難しいので、自立支援協議会においても、常時メンバーは難しいと思いますが、警察関係者などの委員が入るよう検討していただければ、この問題についてかなり検討できるのではないでしょうか。マクロでの考え方は良くできていると思いますが、支援ネットワークを作って個別にどうしていくかというミクロの部分に移っていく必要があると思います。相談支援事業が４か所になり、ネットワークを築いていくことによって、親のケア、当事者のケア、いろいろな意味でのケアを具体的に進めることができるような自立支援協議会にしていただきたいです。
会長
また、就労の問題について、最後に本質的な課題提起がありました。課題に対する協議会や行政の返事は期限を決めて、必ず専門部会に返してほしいというものです。要するに、協議会の運営の仕方、行政の対応のあり方、この協議会をどう位置づけて、施策に反映させる部分と、もちろん事業者のみなさんにもご理解いただかなければならない部分、当事者団体の方々、区民の皆さん、いろいろと広がりがあります。この協議会の事務局は障害担当部局でございます。話し放しは嫌ですね。指定管理というのは専門性を活かすものであって、経費削減ではないと思います。きちんと保障できる委託基準でやらなければ何のために委託したのかと思います。指定管理を経費節減だと間違えている自治体が多すぎます。実際に他区において、バーンアウトが起こり始めているようですので、ぜひ区長に課題提起をしていただきたいと思います。
　　今日の議論でありがたかったことは、一つひとつの相談の事例を含めてどう課題を解決していったらいいのかという形で、ご提起いただいたことです。行政として受けて立っていただきたいと思いますので、事務局からお話をしていただきたいと思います。

福祉部長

　　もちろん協議会ですから、具体的事例の中から今後どういうふうに方向性を持ってやっていくかというのが、議論の中心であると思います。もちろんやれる範囲、やれない範囲、区だけではどうしようもない範囲がありますが、逆にそういう部分もこちらから言わせていただき、お答えをお返しするという形で対応させていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

会長

　　ありがとうございました。今日出された課題は大変重いものでございますので、事務局としてこれから第１期のまとめの中に反映していただきたいと思います。
委員

　　自立支援協議会でこれは必要だと合意のとれたことを、計画の見直しのときに反映をさせる道筋はどうなっていたのかと気になるので、話すだけで終わるのではなく、他区ですと自立支援協議会で決定されたことに予算をつけて実際に始めるということもあるみたいなので、そのあたりの考えをお聞かせください

会長

　　この問題は、実は第１期のまとめの話と深く関わります。協議会の結果をどうするかという手続きについては、まだ熟成されていません。第１期の自立支援協議会のまとめを出す段階での議論は、事務局としてもテイクノートしていただけたらと思っております。まとめの作業についてご報告をしていただき、また会議でご発言いただけなかった要望があれば、メモ等で事務局にお出しいただけたらと思います。メモをいただけましたら、私も報告を受けるということにさせていただきますので、そういう形でいきたいと思います。
　　それでは、資料８の説明をお願いします。

事務局

　　ご案内のとおり、第１期自立支援協議会については、全５回となっております。この時点で一定の整理をさせていただきたいと考えています。

　　第１期自立支援協議会の検討事項は全部で８項目ありました。

1 自立支援協議会の役割について
2 相談事業の現況について

3 障害者サービスの利用状況について

4 障害者計画の進捗について

5 障害福祉計画の検証について

6 障害者施策の重点課題について

7 地域のネットワーク構築について

8 専門部会の設置について

　事務局の進行に多少問題があり、すべての項目について協議いただくことはできませんでした。

　次に、検討済みあるいは検討中の課題ということで、６項目ございます。

1 自立支援協議会の役割について

2 相談事業の現況について

3 障害者計画の進捗について

4 障害者サービスの利用状況について

5 障害福祉計画の検証について

6 専門部会の設置について

また、検討できていない課題として２項目ございます。
1 障害者施策の重点課題について

2 地域のネットワーク構築について

　　既に４回目ということで、残りあと１回になってしまいましたが、先ほどのお話にもありましたように、言い放しという形にならないように、次回の５回目最終回においては、本日いただいた課題も含めまして、第１期の協議会としての一定のまとめをしたいと思います。よろしくお願いいたします。

会長

　　最後に部会ごとにお聞きしたいのですが、２月までにどのくらいの開催を予定しているのでしょうか。

委員

　　今回地域生活支援センターそれぞれにテーマをいただきましたので、それを中心に専門部会の委員を入れ替えたりしますので、開催回数についてはこれから検討します。
会長

　　分かりました。ぜひ、検討事項を事務局の方で粗々のものをお作りいただき、部会に提起していただいて、少し議論をしていただいたらどうでしょうか。専門部会とやりとりしながら、まとめていくという手法をお考えになったらいかがでしょうか。この委員会の委員の皆様の中で、専門部会にご参加いただいている方が相当いらっしゃるのですから、意見を反映させることも可能かと思います。事務局のお考えはいかがですか。
障害者サービス調整担当課長
　　今、会長からご指摘のあった点につきましては、委員の方々のご意見を活かしていくということが自立支援協議会の役割という点もございます。今後の進め方としては、会長からご指摘のあったような形で、私たち事務局も専門部会と常に連携をとりながら、素案について取りまとめていきたいと思います。
会長

　　私も必要なときには同席をさせていただきますので、ぜひ委員の皆様のご意向が反映できるように、できるだけ良い報告が残るようにしたいです。これから積み重ねていくための出発点だと思いますので、世の中の情勢がどう変わろうと、自立支援法以降、練馬区が積み重ねてきたことをどう発展させていくかという視点で、共通認識が作られることは大事なことだと思います。
何かご意見ございますか。
委員

　　単純に話し合って合意決定していくということですが、自立支援協議会は年２回なので、もう１回ぐらい回数を増やせないのかと思うのですけれども、いかがでしょうか。

会長

　　それは専門部会との作業との過程でご相談させてください。予算のこともあると思いますのでいろいろなことを含めて、今の意見は少し預からせてください。
　　それでは、今日はどうもありがとうございました。
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